コミュニティ・ファイナンスの事例を通じた日本の教育経験の応用可能性に関する研究-第三次小学校令の授業料無償化政策に対応した潮止村立尋常高等小学校建設資金調達を題材として- by 古川 和人

































































































1895 1896 1897 1898 
(28年） (29年） (30年） (31年）
全国平均就学率 61．ぞ／。 642;J/o 66.7% 68.9% 



































1900 1901 1902 1903 1904 1905 
(33年） (34年） (35年） (36年） (37年） (38年）
72.8% 81.5% 88.1% 91.6% 93.2°/o 94.4% 95.6% 
61.8% 76.2% 95.7% 96.8% 97.2% 97.2% 97.3% 


























治 授業料 村費負担 地方税補助
31 179.000 (27.3%) 476.200 (J2.7%) 
゜32 180.000 (26.6%) 496.675 {13.4%) ゜33 206.400 (34.0%) 400.790 (66.0%) ゜34 108.000 (10.7%) 647.500 (64.4%) 250.000 (24.9% 
35 137.500 (13.0%) 666.600 (63.2%) 250.000 (23. 7% 



























収入合計 教員俸給 俸給以外の支出 支出合計
655.200 492.000 (J5.1 %) 163. 200 (24.9%) 655.200 
676.675 492.000 (12.7%) 184.675 (27.3%) 676.675 
607.190 492.000(J6.0%) 155. 750 (24.0%) 647.750 
1,005.500 620.00J (61.7%) 385.500 (38.3%) 1,005.500 
1,054.100 840.CXXJ (79.7%) 214.100 (20.3%) 1,054.100 
























































歳 入 予算額（円） 予算比率 附 記
第一款•財産収入 1、不動産売却代金 50.000 1.3% 8畝歩売却代金
2、基本財産現金 131.181 3.4% 郵便貯金預金
第二款・雑収入 1、寄付金 3,200.000 83.1% 256人より寄付
2、不要品彿代 37.919 1.0% 旧校舎取壊古材其他売却代金
第三款・村債 1、借入金 430.000 11.2% 37年3月まで1割利息償還
合 計 3,849.100 100.0% （注：最終的な建設費は、計4,359246円）
（出典）八潮市立資料館：文書番号4689-2(CH876)(1900［明治33年］年1月8日付）をもとに筆者が作成














































































































































































地区名（大字） 二丁目 木曽根 南川菩 伊勢野 大瀬 古新田 士行 その他 合計
寄付願件数（通） 39 47 24 21 45 16 13 19 224 
地区の戸数（戸） 86 98 58 35 85 53 21 4咲
通学距離（町） 30 25 所在地 1 0 20 28 31 
寄付戸数比率 45.3% 48.0/o 41.4% 60.0% 529°/4。 30.2°/o 61.9% 47.0% 
（出典）八潮市(1981:pp.4 90-491)，八潮市(1982:p.198)，八潮市立資料館：文書番号 104
注1)―町＝約 109m 注2)地区別による戸数は1889（明治22)年現在のデータを使用










































































































































































































(1) JICA (2003:p.186)「第 14章・開発途上国にお
ける日本の教育経験の応用に向けて（村田敏
雄）」
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